
様式１

（公益法人用）

【対象決算年度：平成22年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

平成16年度 協議会支部補助金の見直し・直接補助化 平成16年4月 協議会支部に対する補助金の内容の精査を行う

～ とともに、県から支部へ直接補助することとした。

平成16年度末 協議会のあり方を関係団体と協議 平成17年9月～協議会のあり方について、県、協議会及び医師会

平成19年１月 で協議を行った。

平成18年4月 県からの本部事務局職員の人件費補助を廃止

協議会は活動休止

平成19年度～ 団体のあり方について関係者と協議

平成20年2月～団体のあり方について、県、協議会、医師会、歯科

平成22年1月 医師会、薬剤師会で協議を行い、活動再開後は三

師会を中心に活動し、県も支援していくこととした。

平成22年6月 協議会総会において活動再開を決定

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成22年度当初現在

経営計画等の策定状況

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員 公益法人改革への取組状況

監査等結果

－ － －

＊次表は22年度の状況で、（　）内は21年度 （単位：千円、％）

公益事業比率 73.3 (0.0) 86.9 (96.2) 団体の課題等

経常比率 100.4 (1.3) 508.7 (1,670.1) 〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

人件費比率 0.0 (0.0) 38.1 (38.2)

管理費比率 26.7 (100.0) 38.1 (38.2)

355.7 (3,991.3) 0.0 (0.0)

41.8 (0.0)
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団 体 名
(所在地）

社団法人長野県地域包括医療協議会
（長野市若里７丁目１番５号）

代表者
理事長　大西　雄太郎
（長野県医師会長）
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設立の沿革
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社団法人化
「県総合健康ｾﾝﾀｰ」の管理運営受託

「県総合健康ｾﾝﾀｰ」廃止

「外郭団体基本方針」（H16.6）により、県か
らの人件費補助金廃止
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　県下の医療関係団体、県及び市町村との緊密な連携のもとに、県民の健康増進を図
るため健康に関する相談並びに予防、治療及び機能回復を有機的系統的に提供する
地域医療の整備拡充を推進し、もって県民の福祉の向上に寄与することを目的とする。

①健康相談、健康管理事業　　②救急医療・へき地医療における診療体制の整備
③災害時の医療体制の整備　　④がん検診その他の健康診断の推進
⑤感染症対策の推進　　⑥歯科検診・歯科保健等の推進
⑦医薬品の安定供給及び適正使用　　⑧保健、医療及び福祉の連携体制の整備　　等
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経常費用 (B) 4,288
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健康福祉部（医療推進課）
県所管部局
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平成22年度実績
　①健康増進対策事業　　５団体　1,190千円
　②支部活動事業　　　　１１支部　1,800千円

具体的な事業内容
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　平成23年度において、移行に向けた検討を行うこととしている。

決算にあたり監事2名による監査を受け、適正と認められた。

　団体のあり方について関係者と協議

　－

　－

設立目的（寄付行為・定款上）

0

(941) 事業費

　平成20年12月の自民党県議団、医師会による知事に対する本部
再会要望を経て、県の地域医療アドバイザーによる支援を受けな
がら、平成21年4月より本部再開に向けた準備を行ってきたが、平
成22年6月8日の総会において、正式に再開が決定した。
　今後は、医師会、歯科医師会をはじめとする関係団体と連携しな
がら、地域医療の整備拡充に努めていく所存である。

　医師不足をはじめとする今日の医療を取り巻く厳しい状況の下で
は、「病院完結型医療」から「地域完結型医療」への転換による地
域における機能分担と連携が何より重要である。このような医療提
供体制を構築していくうえで、医療関係者、行政が一堂に会する地
域包括医療協議会が果たす役割は極めて大きく、とりわけ県本部
には、各地域に目配りしながら、県全体の均衡ある発展を目指すと
いう管制塔の役割を担っていっていただきたい。

(△929) 交付金
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長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度

経常増減の部

経常収益 (A) 17 12 4,306

うち基本財産運用益 17 12 3

うち受取会費 2,503

うち事業収益

うち受取補助金等 1,800

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金

うち受取市町村補助金

経常費用 (B) 23 941 4,288

うち事業費 3,145

うち公益事業費 3,145

うち給料手当

うち管理費 23 941 1,143

うち役員報酬

うち給料手当

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) △ 6 △ 929 18

経常外増減の部
経常外収益 (D)

経常外費用 (E)

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 0 0 0

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) △ 6 △ 929 18

一般正味財産期首残高 (H) 8,149 8,144 7,215

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 8,143 7,215 7,233

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 0 0 0

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 0 0 0

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) △ 6 △ 929 18

正味財産期首残高 (N) 8,149 8,144 7,215

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 8,143 7,215 7,233

②　貸借対照表
平成20年度 平成21年度 平成22年度

流動資産 5,287 4,743 5,570

うち現金預金 5,287 4,358 5,570

固定資産 2,758 2,758 2,758

基本財産 2,758 2,758 2,758

うち土地

うち投資有価証券

特定財産
うち退職給与引当資産

うち減価償却引当資産

その他の固定資産

資産合計 8,045 7,501 8,328

流動負債 284 1,095

うち短期借入金

うち未払金 284 1,095

固定負債
うち長期借入金

うち退職給与引当金

負債合計 0 284 1,095

指定正味財産
うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額

一般正味財産 8,045 7,217 7,233

うち基本財産への充当額 2,758 2,758 2,758

うち特定資産への充当額

正味財産合計 8,045 7,217 7,233

負債及び正味財産合計 8,045 7,501 8,328

【財務の状況】（公益法人用） 団体名：社団法人長野県地域包括医療協議会

資
　
　
　
産

正
味
財
産

一
般
正
味
財
産
増
減
の
部

指
定
正
味
財
産

増
減
の
部

負
　
　
債


	15houikyou22k
	15houikyou22k-2

